
四日市市告示第２４３号 

 四日市市地域生活支援拠点事業実施要綱の一部を改正する要綱を次のように定める

ものとする。 

  令和３年４月１日 

四日市市長 森  智 広     

 

四日市市地域生活支援拠点事業実施要綱 

（事業の目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

 （平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第４条第１項に規定する障害者

又は同条第２項に規定する障害児（以下「障害児者」という。）の重度化、高齢化及

び「親亡き後」を見据え、障害児者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる

よう、障害児者の生活に対し様々な支援を切れ目なく提供し、障害児者を地域全体

で支えるサービス提供体制である、地域の事業者が機能を分担して面的な支援を行

う体制（以下「地域生活支援拠点」という。）を整備するために、必要な事項を定め

るものとする。 

（地域生活支援拠点の機能） 

第２条 地域生活支援拠点は、以下の各号のいずれか１つ以上の機能を担うものとす 

る。 

(1) 緊急の支援が見込めない世帯を事前に把握又は登録のうえ連絡体制を確保する体

制や障害の特性に起因して生じた緊急事態等に必要な相談支援を行う機能 

(2) 次に掲げる障害福祉サービスのうち１つ以上を活用した緊急時の受入体制等を確

保したうえで、介護者の急病や障害者の状態変化等の緊急時の受入れ、医療機関へ

の連絡その他必要な対応を行う機能 

ア 法第５条第２項に規定する居宅介護 

イ 法第５条第３項に規定する重度訪問介護 

ウ 法第５条第４項に規定する同行援護 

エ 法第５条第５項に規定する行動援護 

オ 法第５条第８項に規定する短期入所 

カ 法第５条第９項に規定する重度障害者等包括支援 

キ 法第５条第１６項に規定する自立生活援助 

ク 法第５条第２１項に規定する地域定着支援 

(3) 障害福祉サービスの利用や一人暮らしの体験の機会又は場を提供する機能 

(4) 専門的な対応の体制確保や専門的な人材の養成を行う機能 

(5) 地域の様々なニーズに対応できるサービス提供体制の確保や、地域の社会資源の

連携体制の構築等を行う機能 



（運営方法） 

第３条 四日市市、菰野町、朝日町及び川越町が、相談支援事業をはじめと  

する地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な役割を果た

す定期的な協議の場として共同して設置する四日市障害保健福祉圏域自立支援

協議会において、地域の現状分析や必要な機能の整理、地域生活支援拠点の整備の

方針等について検討を行い、同協議会における検討結果を踏まえた運営を行うもの

とする。 

（地域生活支援拠点の機能を担う事業所） 

第４条 地域生活支援拠点の機能を担う事業所（以下「事業所」という。）は、以下の 

各号のいずれかに該当するものでなければならない。 

(1) 法第２９条第１項に基づく指定障害者支援施設又は指定障害福祉サービス事業者

の指定を受けていること。 

(2) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２第１項に基づく指定障害

児 

入所施設又は児童福祉法第２１条の５の３第１項に基づく指定障害児通所支援事業

者の指定を受けていること。 

(3) 法第５１条の１７第１項第１号に基づく指定特定相談支援事業者又は児童福祉法 

第２４条の２６第１項第１号に基づく指定障害児相談支援事業者の指定を受けてい 

ること。 

２ 事業所のうち、第２条第１号から第５号までに掲げる機能のうちいずれか１つ以

上の機能を担おうとするものは、地域生活支援拠点の機能を担う事業所としての届

出書（第１号様式）による届出を行わなければならない。 

３ 事業所に関する情報は、四日市障害保健福祉圏域内の１市３町間で共有するもの

とする。 

４ 事業所は、地域生活支援拠点に係る報酬の算定ができるが、その趣旨や担う役割

を十分に理解し、適切な運用を図るよう留意するものとする。 

５ 事業所は、実施した事業の内容の記録を作成のうえ、５年間保存し、市長から求

めがあった場合は提出しなければならない。 

６ 第２条第５号に掲げる機能についての報酬の算定の対象は、四日市障害保健福祉

圏域自立支援協議会における協議を踏まえ、市長が認定したものとする。 

（個人情報の保護） 

第５条 事業所の職員又は職員であったものは、業務上知り得た利用者及びその家族

の個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）

その他関係法令等を遵守し、適正に取り扱うものとする。 

（補則） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施にあたって必要な事項は四日市障



害保健福祉圏域自立支援協議会における協議を踏まえ、市長が定めるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

      

 

 

 

 

     地域生活支援拠点の機能を担う事業所としての届出書 

 

 年  月  日 

 

四日市市長  

                届出者 所在地 

                    事業所名 

                    代表者名             

 

 

四日市障害保健福祉圏域の地域生活支援拠点の機能を担う事業所として以下のとお

り届け出ます。なお、本届出内容について、同圏域内の自治体間で情報共有すること

について同意します。 

 

区  分 １ 新規    ２ 変更    ３ 廃止 

事 業 所 の 名 称  

事 業 所 の 所 在 地 
 

事 業所の電話番号  

受付印 
（第１号様式） 



事 業 所 番 号  

事 業 の 種 類  

地域生活支援拠点等 

と し て 担 う 機 能 

 １相談支援 ２緊急時の受入れ・対応 ３体験の機会・場 

 ４専門的人材の確保・養成 ５地域の体制づくり   

 


